
第89回病院事務管理者
ネクスト研修会

病院事務管理者ネクスト研修会

R６.4．１９ 沼田資料

・令和6年度の制度改定について
・時間外労働の上限規制
・労働条件の明示義務の追加
・障害者雇用促進法の改正
・障害者差別解消法の改正
・年金制度改正法における社会保険の適用範囲拡大
・定額減税

・診療報酬疑義解釈



医師の時間外労働規制について
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労働条件明示事項の追加
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障害者の法定雇用率について
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障害者差別解消法について
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社会保険の適用範囲の拡大について

要 件



定額減税について 所得税3万円

10



11

定額減税について 住民税１万円
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問８ 初診料の「注15」、再診料の注19及び外来診療料の注10に規定する医療情報取得加算（以下単に
「医療情報取得加算」という。）について、健康保険法第３条第 13 項に規定する電子資格確認（以下
「オンライン資格確認」という。）により患者の診療情報等の取得を試みた結果、患者の診療情報等が存
在していなかった場合の算定について、どのよう考えればよいか。
（答）医療情報取得加算２又は医療情報取得加算４を算定する。

問９ 医療情報取得加算について、患者が診療情報等の取得に一部でも同意しなかった場合の算定につい
て、どのように考えればよいか。また、マイナ保険証が破損等により利用できない場合や患者の個人番号
カードの利用者証明用電子証明書が失効している場合の算定は、どのようにすればよいか。
（答）いずれの場合も、医療情報取得加算１又は医療情報取得加算３を算定する。

問11 初診料の注15に規定する医療情報取得加算１又は２について、別紙様式 54 を参考とした初診時問
診票は、初診料を算定する初診において用いることでよいか。
（答）よい。その他小児科外来診療料、外来リハビリテーション診療料、外来放射線照射診療料、小児か
かりつけ診療料及び外来腫瘍化学療法診療料を算定する診療においても、医療情報取得加算１又は２を算
定するときには、別紙様式 54 を参考とした初診時問診票を用いること。

問15 初診料の注16に規定する医療ＤＸ推進体制整備加算（以下「医療ＤＸ推進体制整備加算」とい
う。）の施設基準において、「オンライン資格確認等システムの活用により、患者の薬剤情報、特定健診
情報等（以下この項において「診療情報等」という。）を診療を行う診察室、手術室又は処置室等（以下
「診察室等」という。）において、医師等が閲覧又は活用できる体制を有していること。」とあるが、具
体的にどのような体制を有していればよいか。
（答）オンライン資格確認等システムを通じて取得された診療情報等について、電子カルテシステム等に
より医師等が閲覧又は活用できる体制あるいはその他の方法により診察室等において医師等が診療情報等
を閲覧又は活用できる体制を有している必要があり、単にオンライン資格確認等システムにより診療情報
等を取得できる体制のみを有している場合は該当しない。

● 疑義解釈その１（R6.3.29）
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● 別紙様式54
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● 別紙様式54
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問17 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準において、「医療ＤＸ推進の体制に関する事項及び質の高い
診療を実施するための十分な情報を取得・活用して診療を行うことについて、当該保険医療機関の見やす
い場所に掲示していること。」とされており、アからウまでの事項が示されているが、アからウまでの事
項は別々に掲示する必要があるか。また、掲示内容について、参考にするものはあるか。
（答）まとめて掲示しても差し支えない。また、掲示内容については、以下のURL に示す様式を参考にさ
れたい。

● 疑義解釈その１（R6.3.29）

問18 医療ＤＸ推進体制整備加算の施
設基準において、「マイナ保険証を促
進する等、医療ＤＸを通じて質の高い
医療を提供できるよう取り組んでいる
保険医療機関であること。」を当該保
険医療機関の見やすい場所に掲示する
こととしているが、「マイナ保険証を
促進する等、医療ＤＸを通じて質の高
い医療を提供できるよう取り組んでい
る」については、具体的にどのような
取組を行い、また、どのような掲示を
行えばよいか。
（答）保険医療機関において「マイナ
保険証をお出しください」等、マイナ
保険証の提示を求める案内や掲示（問
17 に示す掲示の例を含む。）を行う
必要があり、「保険証をお出しくださ
い」等、単に従来の保険証の提示のみ
を求める案内や掲示を行うことは該当
しない。
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問１ 令和６年度診療報酬改定に係る新設又は要件変更となった施設基準について網羅的な一覧はないか。
（答）「令和６年度診療報酬改定に係る施設基準届出チェックリストの送付について」（令和６年３月
25 日厚生労働省保険局医療課事務連絡）の別添のチェックリストを参照のこと。

問２ 令和６年度診療報酬改定が施行される令和６年６月診療分の施設基準の届出に係る届出期限につい
てどのように考えればよいか。
（答）令和６年６月診療分の施設基準の届出については、令和６年５月２日から６月３日まで地方厚生
（支）局等において受け付けているところ、令和６年５月下旬以降に地方厚生（支）局等の窓口は届出が
集中し、混雑が予想されることから、可能な限り令和６年５月17日までの届出に努めること。 ただし、
令和６年６月診療分の施設基準の届出に係る電子申請は令和６年５月20日から受付開始となるため、留意
すること。

問３ 「Ａ０００」初診料の注16に規定する医療ＤＸ推進体制整備加算（以下「医療ＤＸ推進体制整備加
算」という。）の施設基準において、「国等が提供する電子カルテ情報共有サービスにより取得される診
療情報等を活用する体制を有していること。」とされており、また、当該施設基準については令和７年９
月30日までの間は経過措置が設けられているが、電子カルテ情報共有サービスについて、届出時点で具体
的な導入予定等が不明であっても、当該加算は算定可能か。
（答）経過措置が設けられている令和７年９月30日までの間は、算定可能。なお、電子カルテ情報共有

サービスの導入等の具体については、当該サービスが実装可能となった時期に疑義解釈を示す予定である。

問４ 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準において、「「電子処方箋管理サービスの運用について」に
基づく電子処方箋により処方箋を発行できる体制を有していること。」とされており、また、当該施設基
準については、令和７年３月31日までの間は経過措置が設けられているが、電子処方箋につい医－1 て、
届出時点で未導入であっても、当該加算は算定可能か。
（答）経過措置が設けられている令和７年３月31日までの間は、算定可能。なお、施設基準通知の別添７
の様式１の６において、導入予定時期を記載することとなっているが、未定又は空欄であっても差し支え
ない。

● 疑義解釈その２（R6.4.12）
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問５ 医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準で求められている電子処方箋により処方箋を発行できる体制
について、経過措置期間終了後も電子処方箋を未導入であった場合、届出後から算定した当該加算につい
てどのように考えればよいか。
（答）経過措置期間終了後は、当該加算の算定要件を満たさないものとして取り扱う。

問９ 再診料の注19及び外来診療料の注10に規定する医療情報取得加算３及び４について、初診料の注15
に規定する医療情報取得加算１又は２を算定した月に、再診を行った場合について、算定できるか。
また、医療情報取得加算１又は２について、医療情報取得加算３及び４を算定した月に、他の疾患で初診
を行った場合について、算定できるか。
（答）いずれも算定不可。

問10 医療情報取得加算１及び２について、同一の保険医療機関において、同一月に、同一の患者につい
て、他の疾患で初診料を２回算定した場合について、医療情報取得加算１又は２を２回算定できるか。
（答）算定不可。

問11 医療情報取得加算３及び４について、それぞれ、３月に１回に限り所定点数に加算することとされ
ているが、同加算３を算定する患者について、３月以内に同加算４は算定可能か。また、同加算４を算定
する患者について、３月以内に同加算３は算定可能か。
（答）いずれも算定不可。医療情報取得加算３又は医療情報取得加算４のいずれかを３月に１回に限り算
定できる。

問21 栄養情報連携料について、入院中の栄養管理に関する情報等を示す文書の作成や他の保険医療機関
等の管理栄養士への説明を行ったが、病態の変化等により、予定していた保険医療機関以外への転院又は
死亡した場合は、算定できるか。（答）不可。
問22 栄養情報連携料について、「入院中に１回に限り算定する。」とあるが、退院後、同一保険医療機
関に再入院した場合も、算定できるか。 （答）入院期間が通算される再入院をした場合には、算定でき
ない。

● 疑義解釈その２（R6.4.12）
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急性期治療病棟１ 精神療養病棟

90日60日30日

精神科地域包括ケア病棟

15対1入院基本
料

1,108点

844点

1,518点

1,719点

2,020点

看護13対1
在宅移行率

3か月で4割

● 主な入院料のイメージ

看護＋補助
30対1

R6.4 沼田作成

15対1入院基本
料

看護15対1

1,479点

※ 出来高分170点
含む（日精協調

査）

1,139点
1,017点

14日 180日通年90日 180日

特別
入院料

1,535点

566点

1,635点

看護15対1
看護＋CP,PSW,PT 13対1
在宅移行率 6か月で7割
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●ネクスト研修会の予定

・ 5月17日(金)・18日(土）集合のみ

ネクスト一泊研修会

天童グランドホテル舞鶴荘 研修室

14:00～

１．診療報酬関連

認定登録医療経営コンサルタント 沼田

２．病院での外国人雇用について

こだまホスピタル 鈴木事務部長

３．生成型ＡＩの利活用について

岩切病院 佐藤事務長
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